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（１）統一的な基準による新地方公会計制度の導入について 

平成２８年度決算から、全ての地方自治体が、固定資産台帳の整備や複式簿記の

導入を前提とした、国の示す「統一的な基準」による財務書類を作成することとなり

ました。 

邑智郡総合事務組合でも、より詳しく資産情報などの財務情報を提供できるよう

に、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づく財務書類を作成しています。 

 

（２）統一的な基準による財務書類４表 

 

財務書類 説   明 

貸 借 対 照 表（ＢＳ） 
・基準日時点における財政状態（資産・負債・純資

産の残高及び内訳）を表示したもの 

行政コスト計算書（ＰＬ） 
・減価償却費などを含めた１年間の費用・収益の

取引高を表示したもの 

純資産変動計算書（ＮＷ） 

・一会計期間中の純資産（及びその内部構成）の

変動を表示したもので、行政コスト計算書で計算

された純行政コストに対する財源の関係を表し、

固定資産の増減などの変動を表示したもの 

資金収支計算書（ＣＦ） 

・１年間の行政活動による資金収支を、①業務活

動収支、②投資活動収支、②財務活動収支の３つ

の区分に分けて表示したもの 

 

（３）対象とする会計の範囲 

作成範囲 説  明 

一 般 会 計 等 一般会計、介護保険特別会計 

 

（４）令和４年度財務書類の作成基準日 ： 令和５年３月３１日 

※ 出納整理期間中の資金の出入りは，基準日までに終了したものとして処理しています。 

 ※ 住民 1人当たりの指標等は、各年度末の人口で算出しています。 

  ・令和４年度（令和５年３月３１日現在）１７，０９４人 

（川本町３，０１８人、美郷町４，２０８人、邑南町９，８６８人） 

 

 

 

 

 

 

１．統一的な基準による財務書類作成について 
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（１）貸借対照表（ＢＳ） 
   （単位：円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

【資産の部】   【負債の部】   

  固定資産 8,262,367,260   固定負債 - 

    有形固定資産 7,795,088,779     地方債 - 

      事業用資産 7,794,046,857 流動負債 12,525,034 

        土地 26,716,800     賞与等引当金 11,458,777 

      預り金 240,864 

      その他  825,393 

        建物 6,836,345,490 負債合計 12,525,034 

        建物減価償却累計額 △3,983,615,861 【純資産の部】  

        工作物 5,048,959,940   固定資産等形成分 8,262,367,260 

        工作物減価償却累計額 △134,359,512   余剰分（不足分） 229,017,116 

      物品 9,778,900  
 

      物品減価償却累計額 △8,736,978  
 

    投資その他の資産 467,278,481  
 

長期延滞債権 2,423,494   

      基金 465,539,792  
 

      徴収不能引当金 △684,805  
 

  流動資産 241,542,150  
 

    現金預金 240,471,471  
 

    未収金 1,492,380  
 

    徴収不能引当金 △421,701 純資産合計 8,491,384,376 

資産合計 8,503,909,410 負債及び純資産合計 8,503,909,410 

 

 

毎年度末における土地や建物、現預金など「資産」の保有額と地方債など将来支払が

必要になる「負債」額とを対比して表示しています。 

◆純資産比率 ９９．８５％ 

  これまでの世代がすでに負担した資産の割合（総資産に占める純資産の割合）を示

すもので、この割合が高いほど、将来世代への負担が少ないことになります。 

◆邑智郡の住民一人当たり資産額    ４９７，４７９円 

◆邑智郡の住民一人当たり純資産額   ４９６，７４６円 

◆邑智郡の住民一人当たり負債額        ７３３円 

 

２．令和４年度 邑智郡総合事務組合財務諸表 
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（２）行政コスト計算書（ＰＬ） 
 

（単位：円） 

科 目 金 額 

  経常費用 4,751,146,402 

    業務費用 1,535,128,522 

      人件費 143,661,274 

        職員給与費 127,458,031 

        賞与等引当金繰入額 11,458,777 

        その他 4,744,466 

      物件費等 1,275,453,422 

        物件費 1,103,103,290 

        維持補修費 578,466 

        減価償却費 171,771,666 

      その他の業務費用 116,013,826 

        徴収不能引当金繰入額 1,106,506 

        その他 114,907,320 

    移転費用 3,216,017,880 

      補助金等 47,869,536 

      社会保障給付 3,168,051,644 

      その他 96,700 

  経常収益 50,942,088 

    使用料及び手数料 30,193,770 

    その他 20,748,318 

純経常行政コスト 4,700,204,314 

 臨時損失 - 

 臨時利益 - 

純行政コスト 4,700,204,314 

 

 

 

行政コスト計算書は、現在の自治体会計では計上しない減価償却費などを含めた

１年間の行政コストを表示しています。 

 

◆邑智郡の住民一人当たり行政コスト ２７４，９６２円 

◆邑智郡の住民一人当たり人件費     ８，４０４円 
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（３）純資産変動計算書（ＮＷ） 

 

（単位：円） 

科 目 合 計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 

前年度末純資産残高 8,547,787,079 6,322,559,890 2,225,227,189 

  純行政コスト（△） △4,700,204,314   △4,700,204,314 

  財源 4,643,837,162   4,643,837,162 

    税収等 3,054,191,453   3,054,191,453 

    国県等補助金 1,589,645,709   1,589,645,709 

  本年度差額 △56,367,152   △56,367,152 

  固定資産等の変動（内部変動）   1,939,842,921 △1,939,842,921 

    有形固定資産等の増加   2,072,495,137 △2,072,495,137 

    有形固定資産等の減少   △171,771,666 171,771,666 

    貸付金・基金等の増加   50,792,926 △50,792,926 

    貸付金・基金等の減少   △11,673,476 11,673,476 

 資産評価差額 - -   

 無償所管換 △35,551 △35,551  

  本年度純資産変動額 △56,402,703 1,939,807,370 △1,996,210,073 

本年度末純資産残高 8,491,384,376 8,262,367,260 229,017,116 

 

 

 

◆純行政コスト（財源の変動） 

純行政コストを税収や国からの補助金等の収入で、どれだけ賄えているか財源

の使途を表示しています。 

  ◆固定資産等の変動 

    減価償却による固定資産等の減少や基金の積立、取崩による増加と減少を表示

しています。 

  ◆本年度純資産変動額 △５６，４０２，７０３円 

    1年間の純資産の変動（増減）の額で、昨年度末と比べて純資産が減少してい

ます。 
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（単位：円） 

科 目 金 額 

【業務活動収支】   

  業務支出 4,557,325,914 

    業務費用支出 1,341,308,034 

      人件費支出 125,929,021 

      物件費等支出 1,103,681,756 

      支払利息支出 - 

      その他の支出 111,697,257 

    移転費用支出 3,216,017,880 

      補助金等支出 47,869,536 

      社会保障給付支出 3,168,051,644 

      その他の支出 96,700 

  業務収入 4,694,583,038 

    税収等収入 3,053,169,848 

    国県等補助金収入 1,589,645,709 

    使用料及び手数料収入 30,193,770 

    その他の収入 21,573,711 

臨時支出 - 

臨時収入 - 

業務活動収支 137,257,124 

【投資活動収支】   

  投資活動支出 2,121,549,374 

    公共施設等整備費支出 2,072,495,137 

    基金積立金支出 49,054,237 

  投資活動収入 5,400,000  

    基金取崩収入 5,400,000  

   資産売却収入 - 

投資活動収支 △2,116,149,374 

【財務活動収支】   

  財務活動支出 - 

    地方債償還支出 - 

財務活動収入 - 

地方債発行収入 - 

財務活動収支 - 

本年度資金収支額 △1,978,892,250 

前年度末資金残高 2,219,122,857 

本年度末資金残高 240,230,607 

 

１年間の行政活動による資金収支を、

①人件費・物件費・社会保障給付（介護

保険給付費）などの支出と税収等（構成

町負担金、介護保険料徴収金）や手数料

（ごみ・し尿処理等手数料）などの業務

活動、②基金の積立、取崩などの投資活

動、③地方債の償還などの財務活動の３

つの区分に分けて表示しています。 

 

◆業務活動収支 

 １３７，２５７，１２４円 

 業務を行う中で、継続的に支出される

人件費、社会保障給（介護保険給付費）

や手数料（ごみ・し尿処理等）などの業

務支出、毎年度継続的に収入される構成

町負担金、介護保険料徴収金、国県等補

助金などの業務収入の収支。プラスなの

で、資金が増えたことになります。 

 

◆投資活動収支  

△ ２，１１６，１４９，３７４円 

 公共施設の整備（新可燃処理施設建設

等）のため、固定資産の取得に要した支

出や、基金の積立による支出など固定資

産形成に係る収支。 

 

◆財務活動収支  

 地方債の借入と返済はありません。 

前年度末歳計外現金残高 278,288 

本年度歳計外現金増減額 △37,424 

本年度末歳計外現金残高 240,864 

本年度末現金預金残高 240,471,471 

 

（４）資金収支計算書（ＣＦ） 


